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和文抄録：本稿は、2010年代前半のドイツの訓練市場の情勢を詳細に分析することをとおして、同市

場で新たに生じるに至った事態を明らかにしようとしたものである。分析の結果、少子化と高学歴化

が進行している同国において、①訓練希望者、とくにこれまで同希望者の多数を占めていた基幹学校

修了証取得者が減少する一方で、未充足の訓練ポストが増加するという事態が惹起していることを、

さらに、②こうした事態を解決するために、デュアルシステムのステークホルダー、なかでも訓練供

給サイドに、デュアルシステムの魅力向上や企業における実践的訓練の質改善、訓練生選考基準の変

更などに取り組む必要性が生じていることを浮き彫りにした。
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はじめに

ドイツの後期中等教育段階における職業教育・訓練の主要な形態は、デュアルシステムという名で世界的に

知られている。同システムでの職業教育・訓練は、週３～４日程度の企業での実践的訓練に、週１～２日程度

の定時制職業学校での座学を組み合わせたものである。同職業教育・訓練において高い比率を占めている企業

での実践的訓練は、私的な訓練ではなく、連邦レベルで定められている各養成職種の訓練規則に基づいて実施

される公的な訓練に該当する(')。

こうした実践的訓練の場所（以下、「訓練ポスト」と表記）の供給に関しては、各企業の自主的な判断に任せ

られている。各企業の経営状態や独自の思惑･ニーズなどに左右されるため、十分な訓練ポストの供給実現は、

実のところ、「資本全体として、社会的な財である後継熟練労働力を確保する｣１２)必要がある使用者団体による

企業への働きかけに依るところが大きいのである(3)。

とはいえ、企業による訓練ポストの供給は任意であるため、従来、訓練市場（Ausbildungsmarkt）において

供給不足という事態がたびたび生じてきたというのが実情である。後に詳しく述べるように、2000年代も訓練

ポスト不足が問題化していた。こうした中、企業による訓練ポストの十全な供給を実現するため、使用者団体

は企業にとって有益である一方、訓練希望者には不利益をもたらすような取り組みを行う傾向を強めるに至っ

たのである(4)。もっとも、訓練市場において訓練ポスト不足とは異なる事態が生じれば、かかる状況が様変わ

りすることもあり得る。その時々の同市場の情勢によって、使用者団体や訓練を行う企業（以下、「訓練企業」

と表記）といった訓練供給サイドの職業教育・訓練に関する考え方や姿勢、取り組みなどは変化する可能性が

高いためである。

2010年代前半の訓練市場は、進行中の少子化及び高学歴化現象の影響で、2000年代とは異なる様相を呈して
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いると思われる。実際、同市場においてどのような事態が生じているのであろうか。また、発生しつつある事

態は、訓練供給サイドや訓練希望者などに何らかの変化をもたらしているのだろうか。本稿は、今世紀初頭に

おけるドイツの職業教育・訓練をめぐる新たな動きとその影響を解明する研究の一環として、同国の訓練市場

の情勢を分析しようとするものである。

わが国では、佐々木英一氏がデュアルシステムの危機現象を整理する中で、2006年までの訓練市場の状況に

言及している(5)。同市場の実態も加味しながら、「デュアルシステムの構造そのものの基盤が揺らいでいるこ

と｣(6)を浮き彫りにしている同氏の研究成果は、2000年以降のドイツの職業教育・訓練をめぐる動きの深層を把

握するうえでも、きわめて重要なものであるといえる。もっとも、同研究は、訓練市場に焦点を絞ったもので

はない。また、2010年時点の研究成果であることからもわかるように、当然ながら、2010年以降の同市場の状

況は分析対象に含まれていない。

以上の先行研究の成果と分析対象を踏まえ､本稿では2010年～2015年までのドイツの訓練市場に焦点をあて、

その情勢を詳細に分析することをとおして､同市場で新たに生じるに至った事態を明らかにすることを試みる。

さらに、そうした事態を改善するうえで、デュアルシステムのステークホルダー、なかでも訓練供給サイドに

必要となりうる取り組みとそれらが訓練希望者に及ぼす影響にも論及したい。

1．少子化と高学歴化の様相

はじめに、訓練市場にも影響を及ぼしていると思われる少子化と高学歴化の各実態を、普通教育学校の修了

者と各修了証・大学入学資格（以下、「学校修了資格」と表記）の取得者に関する2000年以降のデータ（概数）
で確認しておきたい。

まず、普通教育学校の修了者に目を向けてみると、2000年代半ば以降、その数が顕著に減少していることが

わかる。2000年以降で修了者が最多であった2006年と比較して、2015年は127,100人の減少となっている。こう

した状況からも少子化の進展が垣間見える。

つぎに、各学校修了資格の取得者に目を転じてみよう。瞳目するのは、一般大学入学資格（Allgemeine

Hochschulreife:アビトウア）などの大学入学資格の取得者が急増している点である(7)。2015年に大学入学資格

(専門大学入学資格（Fachhochschulreife）を除く）を取得した者は､2006年よりも43.500人も増えている(8)。こ

のように、後期中等教育段階の各学校、なかでもギムナジウム上級段階に進学し、同学校を修了する者が増加

しているのである。なお、同一年齢層の人口に占める大学入学資格取得者（専門大学入学資格取得者を含む）

の割合は、2006年が43.0％であったのに対して、2015年は53.0％と10.0ポイント上昇している(，)。

では、前期中等教育段階の各学校の修了者ないし未修了者にあたる大学入学資格未取得者、具体的には、①

基幹学校修了証（Hauptschulabschluss）の未取得者、②同修了証の取得者、③中等教育修了証（Mittlerer

Abschluss:実科学校修了証に相当）の取得者については、どのような状況にあるのだろうか。2006年以降、大

学入学資格未取得者は明らかに減少している。とくに基幹学校修了証取得者の落ち込みが著しい。ちなみに、

2015年に同修了証を取得した者は、2006年よりも101,800人も減っている('0)。

以上から、これまでデュアルシステムでの職業教育・訓練の主な対象者であった大学入学資格未取得者、と

りわけ基幹学校修了証取得者の減少現象、別言すれば、従来進路の圧倒的多数を大学進学が占めてきた大学入

学資格取得者の増加現象の進展を確認できる。なお、上記のような少子化及び高学歴化現象は一過性のもので

はなく、今後も長期的に続く見込みである('')。

では、青少年(12)の中で、なぜ大学入学資格取得者が急増しているのだろうか。この点については、さしあた

り、アビトウア重複学年（DoppelteAbituljahrgaenge）と呼ばれる現象を、具体的には、各州におけるギムナ

ジウムの修学年限の１年短縮('3)の漸次実施により、同じ年に２つの学年の生徒がアビトウアを取得するという
状況が生じていることを考慮する必要がある('4)。

こうした制度的な要因にくわえて、青少年の進路やキャリア形成に関する考え方の変化も見逃せない。非正
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規雇用の拡大〔1s)や失業者の増加、欧州の金融危機などの数多くの深刻な状況('６)を目の当たりにしてきた青少年

にとって、キヤリアプランを明確に立案することはこれまで以上にむずかしくなりつつある('7)。それゆえ、青

少年の中で、ギムナジウムに進学し、最終的に大学入学資格を取得することによって、その後の進路にかかわ

る選択オプションをできるだけ多く確保したいという意向が強まっているのである(18)。

ただし、念のため付言すれば、大学入学資格取得者の選択オプションは、大学などの上級学校への進学に関

するものだけではない。当然ながら、職業教育・訓練の受講に関するものも含まれている('9)。大学入学資格取

得者がデュアルシステムでの職業教育・訓練を選択した場合、実際のところ、訓練ポストをめぐる競争におい

て有利な立場に立つことができる。つまり、大学入学資格の取得は、大学進学だけでなく、デュアルシステム

での職業教育・訓練においても効果を発揮するのである(２０)。

なお、かかる青少年のキムナジウム進学及び大学入学資格取得志向は、保護者の意向とも符合する傾向にあ

る。とくに上層階層の家庭の場合、基礎学校修了後の進学先としてギムナジウムを選択し、わが子に大学入学

資格を取得させたいと考える保護者が圧倒的に多い(2')。さらに、以下のような事情から、従来はギムナジウム

進学が進路の選択肢に大抵含まれていなかった下層階層の家庭、たとえば移民の背景を持つ家庭でも、こうし

た傾向がみられるという(22)。

これまでドイツでは、基礎学校の教員による進路勧告が、同学校の子どもたちの進学先である前期中等教育

段階の学校種の決定に多大な影響を及ぼしてきた。しかしながら、2000年以降に各州で取り組まれた進路勧告

制度の改革によって、保護者がわが子の進路を最終決定できる州が増加するに至っている(23)。その結果、多く

の州では、基礎学校の教員がギムナジウム進学を勧告しなかった場合でも、保護者の判断でその子どもがギム

ナジウムに進学できるようになり、実際に、進路勧告を受けていない多くの子どもたちが、ギムナジウムヘの

進学に成功している(24)。それゆえ、近年、ギムナジウムヘの進学率が上昇するとともに、あらゆる階層出身の

多数の生徒が、実科学校や基幹学校よりもギムナジウムで学ぶという事態が惹起しているのである(2s)。

なお、こうしたギムナジウムヘの進学者及び大学入学資格取得者の増大は、大学進学者の増加にもつながっ

ている。2013年には、大学での学修の開始者が、デュアルシステムでの職業教育．訓練の開始者を凌駕するに

至った。かかる状況は、現在も続いている(2‘)。

以上のような状況が進行する中、訓練市場でもさまざまな事態が生じつつある。以下、訓練ポストの需給や

訓練契約、未充足の訓練ポストの各状況について、その詳細をみていこう。

Ⅱ、訓練ポストの需給状況

2000年以降の訓練市場の状況を確認すると、当初は、訓練ポストの供給不足が大きな問題であったことがわ

かる(27)。かかる訓練ポスト不足の解消を企図して、デュアルシステムのステークホルダーは2000年以降にさま

ざまな対応を行っている。たとえば、訓練指導員の資格を有する者がいない企業でも訓練ポストを供給し、実

践的訓練を実施できるようにするために、連邦政府と使用者団体、労働組合は、訓練指導員の適正に関する命

令（Ausbilder-Eignungsverordnung）の５年間にわたる停止を2003年に決定している(２８)。

さらに、翌年の2004年には、2006年までの３年間、毎年３万の新しい訓練ポストの創出を目標として定めた、

職業訓練と後継熟練労働力のための全国協定(NationalerPaktfuerAusbildungundFachkraeftenachwuchsin

Deutschland)(２，)が、連邦政府と使用者団体の間で締結されるに至った。なお、同協定は当初３年間の予定とさ

れていたものの、2007年に期間延長が決定された後、さらに、関与するステークホルダーの追加などの変更を

伴いつつ、第２次協定(30)及び第３次協定１３')の締結が行われている。

以上のような訓練ポスト創出の努力が続けられていたが、2000年代末になると、今度は訓練希望者の漸減傾

向が顕在化するに至る１３２)。こうした状況は、訓練ポストをめぐる競争の緩和につながるという意味で、訓練希

望者にとっては比較的良好なものであるといえなくもない。もっとも、訓練供給サイドは、従来以上に訓練生

の確保、ひいては熟練労働者（Facharbeiter）や将来の中級指導層（MittlereFuehrungskraeften)(33)などの後
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継者の確保という課題を抱えることになる。

かかる課題は、以下のような状況からみても、訓練供給サイドにとって看過できないものであるといってよ

い。実は、2012年から2025年にかけてドイツでは、後期中等教育段階の職業教育･訓練の修了資格（職業資格）

を有する就職者が同退職者を大幅に下回ることが予想されている。このようなアンバランス状態は、2025年か

ら2030年においてより一層深刻化する見込みで、同国では後継者不足が相当懸念されているところである(34)。

こうした中、いわば苦肉の策として、金品、たとえば訓練生に対する特別賞与や住宅手当の支払い、スマート

フオンの支給などによって、訓練生の確保をもくろむ企業まで現れている'３，)。

以上のような流れと状況を踏まえつつ、以下、2010年～2015年の訓練ポストの需給に関する具体的なデータ

を確認してみたい（表ｌ(36)参照)。

表１：訓練ポストの需要と供給

訓練ポスト（Ａ） 訓練希望者（Ｂ） 比率（Ａ／Ｂ）

2010年 579564 640,332 0.910

2011年 599,070 641,700 0.934

2012年 584,532 627,243 3２

2013年 563,280 613,107 0.919

2014年 560,301 604,389 0.927

2015年 563,055 602,886 0.934

訓練ポストについては、2012年から減少傾向が続いていたが、2015年に増加に転じている。とはいえ、２０１０

年と比較すると、2015年は16,509の減少となっている。他方、訓練希望者は、訓練ポストと同様に2011年に一

旦増加するものの、その後は、普通教育学校修了者の減少にほぼ呼応する形で、2015年まで減り続けている(37)。

ちなみに、2015年の訓練希望者は、2010年よりも37,446人減少している。以上から、訓練ポストと訓練希望者

はともに減少傾向にあるものの、訓練ポストよりも訓練希望者の落ち込みの方が大きいことがわかる。なお、

2010年以降の訓練希望者１人あたりの訓練ポスト数は、ほぼ同様である。

なぜ、訓練希望者は減少しているのだろうか。少子化の進行がその要因の１つであることは間違いない。で

は、高学歴化の進展も同希望者の落ち込みに影響を及ぼしているのだろうか。こうした点を探るために、以下、

各学校修了資格を有する訓練希望者の状況に目を向けてみたい（表２“)参照)。

表２：訓練希望者

基幹学校修了証取得者 中等教育修了証取得者 大学入学資格取得者

2010年 209,976 32.8％ 272,442 42.5％ 130,971 20.5％

2011年 203,328 31.7％ 268,410 41.8％ 145,854 22.7％

2012年 192,117 30.6％ 262,953 41.9％ 149,460 23.8％

2013年 179.691 29.3％ 256,713 41.9％ 153,840 25.1％

2014年 169,671 28.1％ 255,309 42.2％ 156,762 25.9％

2015年 161,628 26.8％ 253,734 42.1％ 165,033 27.4％

2010年以降、大学入学資格を有する訓練希望者は、毎年増加している。この事実から、大学入学資格取得者

の急増が、必ずしも訓練希望者の落ち込みをもたらしているわけではないといえる。また、従来以上にデュア

ルシステムでの職業教育．訓練を希望していることから、同システムは、大学入学資格取得者にとって魅力的

な進路の１つであることが垣間見える(３，)。

ただし、アビトウア重複学年の影響も徐々になくなる2018年以降、大学入学資格取得者が漸減する見込みで
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あるため、同資格を有する訓練希望者が引き続き増加する見通しは決して明るくない。さらに、今後、とりわ

け優秀な大学入学資格取得者の場合、デュアルシステムでの職業教育・訓練ではなく、大学でのデュアル学修

(DualesStudium）を選択する可能性もあり得る。

つぎに、大学入学資格を所持していない訓練希望者に目を転じてみよう。同訓練希望者は、大学入学資格を

有する訓練希望者とは対照的に、減少傾向にある。大学入学資格を所持していない訓練希望者のうち、最も人

数が減っているのは、基幹学校修了証取得者である。なお、2015年については、同修了証を有する訓練希望者

が、大学入学資格を有する訓練希望者を下回るという事態も生じている。同年の訓練希望者に占める基幹学校

修了証取得者の割合は、わずか26.8％にすぎない。以上から、これまで訓練希望者の多数を占めてきた大学入

学資格未取得者、とくに基幹学校修了証取得者の減少によって、訓練希望者全体の落ち込みが生じているとい

う事実が浮かび上がってくる。

ところで、2010年以降については大きな変化はみられないものの、ドイツでは、2000年以降の中等教育修了

証取得者の進路動向が､デュアルシステムに圧力をかけているという主張も繰り広げられている(40)◎たしかに、

中等教育修了証取得者、なかでも女子生徒(4')には、職業専門学校に進学し、医療・保健や福祉の領域などの職

業教育を受ける傾向が認められる(42)。また、専門大学入学資格を取得するために、職業専門学校に進学する同

修了証取得者も少なくない(431。その他、中等教育修了証取得者の中には、アビトゥアないし専門分野限定の大

学入学資格（FachgebundeneHochschulreife）の取得を目指して、職業専門学校以外の上級学校へ進学する者

もいる。以上のように、少なくない中等教育修了証取得者がデュアルシステム以外の進路を選択するケースが

常態化しつつあることも、訓練希望者の減少にある程度影響を及ぼしているといえよう。

Ⅲ、訓練契約の状況

では、訓練希望者が減少する中、各年の９月30日時点で、どの学校修了資格を有する訓練希望者が訓練契約

を締結できているのだろうか（表３(44)参照)。

表３：締結者

基幹学校修了証取得者 中等教育修了証取得者 大学入学資格取得者

2010年 183,126 32.7％ 238,845 42.7％ 116,964 20.9％

2011年 180,105 31.6％ 238,227 41.8％ 130,620 22.9％

2012年 168,816 30.6％ 231,996 42.1％ 131,505 23.9％

2013年 155.034 29.3％ 222,654 42.0％ 132,849 25.1％

2014年 145.878 27.9％ 222,234 42.5％ 136,059 26.0％

2015年 138,396 26.5％ 221,229 42.4％ 143,676 27.5％

大学入学資格を有する締結者は、毎年増加している。なお、2015年の締結者に占める同資格取得者の割合は

27.5％で、2010年よりも6.6ポイント上昇している。他方、大学入学資格を所持していない締結者は減少傾向に

ある。同締結者のうち、最も減少しているのは、やはり基幹学校修了証取得者である。このように、訓練希望

者のレベルと同様、締結者のレベルでも、これまで多数を占めてきた大学入学資格未取得者、とりわけ基幹学

校修了証取得者が減少しているのである。なお、2015年の締結者に占める同修了証取得者の割合は26.5％で、

2010年に比べて6.2ポイント低下している。しかも、2015年の場合、基幹学校修了証を有する締結者が、大学入

学資格を有する締結者よりも少なくなるに至っている。

つぎに、デュアルシステムでの職業教育・訓練を希望していたにもかかわらず、各年の９月30日時点で、訓

練契約を締結できなかった者に注目してみよう。2010年～2015年の未締結者数の平均値は､79,036人と多い。こ

のように、かなり多数の訓練希望者が訓練契約を結ぶことができていないのである(4s)。なお、2013年以降、訓
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練希望者に占める未締結者の割合（以下、「未締結率」と表記）は、上昇し続けている。2010年～2015年の未締

結率の平均値は、12.7％にのぼる(４６)。さらに、各学校修了資格取得者の未締結率を比較すると、以下のような

興味深い事実が浮かび上がってくる（表４(47)参照)。

表４：未締結率

基幹学校修了証

取得者

中等教育修了証

取得者

大学入学資格

取得者
全体

2010年 12.8％ 12.3％ １０．７％ 12.6％

2011年 １１．４％ 11.2％ １０．４％ 11.3％

2012年 １２．１％ 11.8％ 12.0％ 12.1％

2013年 13.7％ 13.3％ 13.6％ 13.6％

2014年 14.0％ 13.0％ 13.2％ 13.4％

2015年 14.4％ 12.8％ 12.9％ 13.4％

平均値 １３．１％ 12.4％ 12.1％ 12.7％

注目すべきは、訓練供給サイドが訓練生や後継者の不足を懸念する状況がみられるにもかかわらず、基幹学

校修了証取得者の未締結率が低下していない点である。低下するどころか、2013年以降、同修了証を有する訓

練希望者の未締結率は上昇している。さらに目を引くのは、2010年～2015年の未締結率の平均値が、大学入学

資格取得者が12.1％、中等教育修了証取得者が12.4％､基幹学校修了証取得者が13.1％と接近している点である。

他の学校修了資格取得者と同様､大学入学資格取得者の未締結率も高いという事実は特筆に値すると思われる。

Ⅳ．未充足の訓練ポストの状況

以上を踏まえつつ、以下、各年の９月30日時点における未充足の訓練ポストに目を向けてみたい。2011年以

降、同訓練ポストは毎年増加している。なお、2010年～2015年の未充足の訓練ポスト数の平均値は、32,395と

多い(481。なぜ、こうした状況が生じているのだろうか。たしかに、訓練希望者の落ち込みによって、未充足の

訓練ポストが増加している面もある。だが、事態はそれほど単純ではない。

未充足の訓練ポストの多寡は、養成職種によって異なる。これまでのところ、以前より人気が高い商業ない

しメディア領域の養成職種の場合、未充足の訓練ポストについてはまったく問題になっていない(４，)。

では、どのような養成職種において、未充足の訓練ポストが多くなっているのだろうか。青少年は、さしあ

たり実践的訓練の質が低く、訓練中退率が高い養成職種（以下、「魅力に欠ける養成職種」と表記）に対して良

くないイメージを抱く傾向にあるというISO)。こうした養成職種の訓練ポストの場合､応募者が少数､場合によっ

ては皆無であるため、未充足の訓練ポストが多数に及んでいるのである(，')。

これまで大学入学資格未取得者、とくに基幹学校修了証取得者の多くが職業教育・訓練を受けてきた養成職

種が、魅力に欠ける養成職種に該当するきらいがある。かかる養成職種については、同修了証を有する訓練希

望者が減少しているため、従来以上に未充足の訓練ポストの増加可能性が高まっているといってよい。たしか

に、2015年の場合、未充足の訓練ポストが顕著に多い養成職種、たとえば、ビル清掃員や食肉加工職人、パン

職人などの養成職種で職業教育・訓練を始めた大学入学資格取得者は、2010年よりも増えている。しかしなが

ら、基幹学校修了証を有する訓練希望者の激減をカバーするまでにはまったく至っていない(５２１。

ところで、訓練ポストの供給が不足していた時期は、不本意であれ、希望する養成職種以外の訓練ポストで

職業教育・訓練を受けるという選択を行う者も少なくなかった１，３)。しかし、近年、訓練希望者の訓練ポストの

選択行動に変化の兆しがみられる。実は、訓練希望者の落ち込みによって、訓練契約の締結チャンスが従来よ

りも拡大する可能性が高いといった同希望者の状況判断が強まりつつあるため、近年、魅力に欠ける養成職種

の訓練ポストへの応募を見合わせる傾向が進行しているのである(54)。
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既述したように、これまで大学入学資格未取得者が訓練生の多数を占めていた養成職種で、大学入学資格取

得者が職業教育・訓練を始めるケースも散見される。とはいえ、大学入学資格を有する訓練希望者の応募が、

訓練希望者全般に非常に人気がある一定の養成職種に集中する傾向は従来と同様である(お)。なお、同資格を有

する訓練希望者が増加した結果、以前よりも、これらの養成職種の訓練ポストをめぐる競争は激化するに至っ

ている(56)。

こうした人気が高い養成職種の訓練ポストに応募するという傾向は、大学入学資格を所持していない訓練希

望者にも当てはまるという。実際、基幹学校修了証取得者にも、これまで同取得者の多くが職業教育・訓練を

受けてきたような養成職種ではなく、彼ら．彼女らにとって魅力的な養成職種での職業教育・訓練を希望する

状況が認められる('7)。以上のような状況から、とりわけ魅力に欠ける養成職種において、従来以上に未充足の

訓練ポストが増加しているのである。

さらに、応募者が多くても、各訓練企業が定める訓練生選考の基準を満たす者がいないという理由で、訓練

ポストが埋まらないケースもある。同選考基準に関して看過できないのは、そもそも訓練契約の対象者から基

幹学校修了証を有する訓練希望者を除外している訓練企業が少なくないことである。通常、訓練生の第１次選

考では、学校修了資格などを記した応募書類の審査が行われるが、この時点で、基幹学校修了証を有する訓練

希望者は選外となるケースが多い(58)。また、第２次選考に進めたとしても、同希望者は筆記試験で苦戦を強い

られることになる。というのは、同筆記試験が、実科学校の授業レベルに難易度を合わせて作成されているこ

とが多いためである(５９)。ここからも、訓練企業で基幹学校修了証を有する訓練希望者の受け入れがそれほど想

定されていないことが垣間見える。

とりわけ2000年以降、訓練供給サイドからは、基幹学校修了証を有する訓練希望者のドイツ語や数学の基礎

学力及びソフトスキルなどが、職業教育・訓練を受けるために必要な水準に達していないという声が相次いで

上がっている(６０)。こうした中、多くの訓練企業において、中等教育修了証ないし大学入学資格を有する者と訓

練契約を締結したいという意向が強まっているのである１６')。

おわりに

さいごに、2010年～2015年の訓練市場で生じている重大な事態を簡潔にまとめたうえで、そうした事態を改

善するうえで、デュアルシステムのステークホルダー、なかでも訓練供給サイドに必要となりうる取り組みに

ついて言及しておきたい。

2010年代前半の訓練市場において惹起している事態として、まず、少子化現象などの影響による訓練希望者

の減少を挙げることができる。これまで訓練希望者の多数を占めてきた大学入学資格未取得者、とくに基幹学

校修了証取得者の落ち込みが著しい。なお、現時点では、大学入学資格取得者の増大により、同資格を有する

訓練希望者は増加傾向にある。とはいえ、前述したように、今後、大学入学資格取得者が漸減する見込みであ

るため、同訓練希望者が引き続き増加する見通しは必ずしも明るくない。

こうした状況において訓練希望者の増加は容易ではないが、そのことを実現するためには、訓練供給サイド

が訓練契約の主たる対象として位置づけつつある「学力が高い青少年｣(６２)､具体的には、中等教育修了証取得者

や大学入学資格取得者、さらに大学中退者(63)の訓練希望が従前以上に高まるように、「デュアルシステムの魅力

向上｣(")を図ることが不可欠であるといってよい。この点に関しては、別稿(6s)で触れたように、すでに複数の取

り組みが行われている。たとえば､生涯学習のためのドイツ資格枠組み(DeutscherQualifikationsrahmenfuer

lebenslangesLernen）の策定・導入過程において、職業資格とアビトゥアの同等性の確立が試みられている。

また､大学入学資格を所持していないデュアルシステム出身者に大学進学の道が開かれるに至った(６６)。さらに、

職業教育･訓練を修了し､２年以上の実務経験を有する者などが高等教育機関で学修する場合に受給できるキャ

リアアップ奨学金（AufStiegsstipendium）も創設されている(‘７)。

その他に、デュアルシステムの訓練希望者不足の補完とともに、将来の中級指導層などの後継者の確保を企
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図して、デュアル学修を拡充することも、訓練供給サイドにとって有力な選択肢になり得る。実際､近年、デュ

アル学修課程（DualeStudiengaenge）やデュアル大学（DualeHochschule)(‘8)の設置が進行しているところで

ある。

訓練市場で生じているもう１つの事態は、未充足の訓練ポストの増加である。かかる事態の発生には、訓練

希望者の減少以上に、職業訓練の質が低く、訓練中退率が高い養成職種の訓練ポストへの応募見合わせといっ

た同希望者の訓練ポスト選択行動の変化や、訓練企業の訓練生選考の基準が影響を及ぼしている。

したがって、未充足の訓練ポストを減少させるためには、デュアルシステムのステークホルダーでもある労

働組合が繰り返し主張しているように､企業での実践的訓練の質と「デュアルシステムの統合力｣(‘，)の改善が最

重要課題になるといえよう。なお、同組合は後者に関して、訓練生選考の基準を変更し、基幹学校修了証取得

者の「事実上の隔離｣(70)を止めることを訓練企業に求めている。以上から､低学力でソフトスキルの習得が十分

でない傾向にある同修了証取得者（以下、「配慮が必要な青少年」と表記）の訓練受け入れ･修了を実現するた

めのさまざまな取り組みの必要性が浮かび上がってくる。

こうした実践的訓練の質保証及び配慮が必要な青少年の訓練受け入れ・修了の実現に向けた取り組みは、訓

練供給サイドだけでなく、訓練希望者にとっても有益であるといえる。というのは、同希望者の訓練ポストの

選択肢及びデュアルシステムでの職業教育・訓練の受講可能性が拡大することになるためである。

なお、上記のような取り組みの実現の成否は、実践的訓練の計画・実施の責任者である企業の訓練指導員の

力量に依るところが大きいといえる。訓練指導員には、これまで以上に訓練方法上の能力や関係構築に関する

能力などが必要不可欠になる。訓練指導員の能力の拡充及び向上が、未充足の訓練ポスト縮小の鍵を握ってい

ると思われる。

はたして、デュアルシステムのステークホルダー、とりわけ訓練供給サイドは未充足の訓練ポストの縮小を

実現するために、具体的にどのように対応している、あるいは今後対応しようとしているのだろうか。こうし

た点の究明を今後の課題としたい。
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ChangesintheApprenticeshipMalket

intheFirstHalfofthe2010sinGermany

ＨｉｓａｈａｒｕＹＯＳＨＩＤＯＭＥ

Inthisarticlelanalyzedthesituationofsupplyofanddemandfbrtrainingplaceandapprenticeshipcontractinthefirst

halfofthe2010sinGermany・Themainresultsofanalysisaresummarizedasfbllows：

1.ThenumberoftrainingplaceapplicantsdecreasedfiDm2012to2015・Themainreasonfbrthissituationisthedecrease

inthenumberofgeneralschoolleavers,especiallygeneralschoolleaverswithalowersecondaryschoolleavingcertifi-

catethatarethemainclienteleofdualsystemofvocationaleducationandtraining、

2.TheproportionofunsuccessfUltrainingplaceapplicantsremainedatacomparativelyhighlevel,Forexample,in2015

thisproportionmadeup１３．４％ofofficialtrainingplacedemand,HoweveEmanytrainingplacesremainedunfilled､The

numberofunfilledtrainingplaceshasgrownconsiderablysince20１０．

３.Theabove-mentionedsituationsarecreatingnewchallengesfbrvocationaleducationandtrainingstakeholders､Particu‐

larly,employers，associationsandtrainingfirmsneedtotakemeasurestoincreasetheattractivenessofdualsystemof

vocationaleducationandtraining,improvethequalityofvocationaltrainingandchangethecriteriafbrtraineeselec‐

tion．

KeyWords：DualSystemofVbcationalEducationandTraining,ApprenticeshipMarket,TrainingPlaceApplicant，

UnfilledTrainingPlaces


